日米安全保障条約改定50周年に寄せて――第34回国会「日米安全保障条約等特別委員会」公聴会公述人の意見陳述を中心に―― by 三浦 信行
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　1　はじめに





































































































　1960 年（昭和 35 年）1 月 19 日に調印された新安保条約の国会での批准手続
きを行うために，同年 2 月に衆議院に安保条約を審議するための特別委員会（日
米安全保障条約等特別委員会）が設置された。この審議では，野党が激しく政










というのが岸の心境であった。1960 年 6 月 19 日午前零時，日米安保条約は自
然成立した。
　安保条約の自然成立を受けて，1960 年 6 月 23 日に，日本と米国との間で批
准書（19）が交換された。岸首相が退陣を表明したのは，新安保条約が自然承認


























から議論が展開された。特に，条約改正の最終段階の 1960 年（昭和 35 年）5
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　ところで，1960 年に改定された日米安保条約が，2010 年に 50 周年を迎える






年 6 月 23 日（水）となっている。この特殊切手は，日米両国が，同盟関係に
込められた含意とその重要性を一層理解し，そのうえで日米関係をさらに深化
させたいとの政治的メッセージを象徴するものと解釈したい。
（図 1）特殊切手「日米安全保障条約改定 50 周年」


































　（ 1 ）　 2010 年 9 月 7 日午前，中国漁船が日本の領海である沖縄県尖閣諸島付近で違法
操業し，日本の海上保安庁の巡視船に衝突した事件を指す。『読売新聞』2010
年 9 月 8 日付。
　（ 2 ）　 2010 年 11 月 1 日，ロシアのメドベージェフ大統領が国後島を訪問した。これは，
ロシアの元首としては，初の北方領土訪問であった。『朝日新聞』2010 年 11 月
2 日付。
　（ 3 ）　 この点については，以下の代表的な文献を参照。楠綾子『吉田茂と安全保障政
策の形成』ミネルヴァ書房，2009 年，277 頁 –286 頁。吉田茂『日本を決定し
た百年 附・思出す侭』中公文庫，1999 年，296 頁。高坂正堯『高坂正堯著作
集』第一巻，都市出版，1998 年，146 頁 –147 頁。
　（ 4 ）　 このことは，例えば，第一条で「アメリカ合衆国の陸軍，空軍及び海軍を日本
国内及びその附近に配備する権利を，日本国は，許与し，アメリカ合衆国は，
これを受諾する」との条文規定からも容易に理解できる。奥脇直也編『2010 年




米同盟というリアリズム』千倉書房，2007 年，64 頁 –71 頁参照。
　（ 5 ）　奥脇直也，前掲書，656 頁。
　（ 6 ）　原彬久『岸信介 権勢の政治家』岩波新書，1995 年，186 頁。
　（ 7 ）　同，192 頁。
　（ 8 ）　同，192 頁。
　（ 9 ）　岸信介『岸信介回顧録』廣済堂出版，1983 年，360 頁。
　（10）　 奥脇直也，前掲書，640 頁。詳細は，我部政明『戦後日米関係と安全保障』吉










　（16）　 6 月 19 日にアメリカ大統領アイゼンハワーが，「日米修好百周年」を記念して
来日するため，その日から起算して 5 月 19 日は丁度 1 ヶ月前であった。

















前掲書 338 頁 –378 頁参照。
　（25）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，
昭和 35 年 5 月 13 日，1 頁。
　（26）　 同，第一号，2 頁。この公述人の発言は，旧日米安保条約が米ソ冷戦がいよい
よ深化しつつあった 1951 年 9 月に，米国の対ソ封じ込め政策の要石として結
ばれたことを考慮したものと思われる。原彬久「序説 日米安保体制―持続と変
容」（日本国際政治学会編（1997）前掲書），2 頁参照。
　（27）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，1
頁。米国ならびに日本政府は，「致命的な脅威」を前に，反共という共通目的
の確認に努めた。我部政明，前掲書，139 頁 –143 頁参照。






権期の日本外交と冷戦』岩波書店，2009 年，13 頁 –23 頁参照。











米同盟の国際政治理論」（日本国際政治学会編（1997）前掲書），174 頁 –175 頁
参照。






は何か』藤原書店，2010 年，15 頁 –16 頁参照。
　（37）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第一号，6 頁。
　（38）　 同，第一号，6 頁。この時期の日本は，占領後期の産業育成と貿易促進体制のもと，
「奇跡の経済成長」をとげ，通商国家として再生の道を歩んだ。信田智人，前掲書，
2007 年，87 頁 –88 頁参照。




前掲書，338 頁 –378 頁参照。
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　（41）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』第一号，7 頁。
　（42）　 同，第一号，7 頁。日本の安全保障確立のため，憲法と両立する相互条約を模
索し続けた岸首相の政治的リーダシップは，注目に価する。坂元一哉『日米同
盟の絆』有斐閣，2000 年，203 頁 –212 頁参照。




202 頁 –203 頁参照。












日米安保条約』岩波書店，2010 年，12 頁 –18 頁参照。





あると」との考え方があった。原彬久（1988），前掲書，245 頁 –257 頁参照。
　（50）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，昭和 35 年









































哉（1988 年），前掲書，267 頁 –268 頁参照。











　（76）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，5
頁 −6 頁。
　（77）　同，第二号，6 頁。

























前掲書，453 頁 −454 頁参照。













　（85）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，6
頁。国連は，「国際の平和及び安全の維持に主要な責任」を負うが，安保理常
任理事国である 5 大国には拒否権という特別の権限が与えられている。5 大国
の寡頭政治を，多数の中小国に押し付けたものとの主張もある。佐藤哲夫『国
際組織法』有斐閣，2005 年，77 頁。


























　（98）　『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，7 頁。




























したい。1963 年 8 月 14 日，当時，フルシチョフ首相の書簡を池田首相に手渡
すため来日したソ連のミコヤン第一副首相は，日米安保体制の解消を求める旨
発言した。これに対して，同年 8 月 18 日，自由民主党は，安保体制に関する
ミコヤン発言は内政干渉であるとの幹事長談話を発表した。『自由民主党史』
1987 年，349 頁 −350 頁参照。
（113）　 『第 34 回国会　衆議院日米安全保障条約等特別委員会公聴会議録』，第二号，
11 頁。
（114）　原彬久（1997），前掲書，1 頁 −7 頁参照。
（115）　 内閣府が，2010 年 1 月に実施した世論調査報告書「自衛隊・防衛問題に関する
世論調査」（http://www8.cao.go.jp/survey/h20/h20-bouei/2-6.html）を引用。
（116）　 内閣府が 2009 年１月に実施した調査世論によると，「日米安保体制と自衛隊で
日本の安全を守る」が 77.3％，「日米安保条約をやめて自衛隊だけで日本を守る」
が 2.9％，日米安保条約を止めて自衛隊も縮小または廃止する」4.2％となって
いる。『防衛ハンドブック 2010』朝雲新聞社，2010 年，875 頁 −879 頁。
（117）　NHK テレビ『NHK 特集　安保条約 50 年』2010 年 12 月 5 日放映。




本国際政治学会編，前掲書），28 頁 −30 頁参照。
（120）　『日本経済新聞』2010 年 1 月 20 日付。
（121）　 外務省ホームページ「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保
障条約（日米安全保障条約）署名 50 周年に当たっての日米安全保障協議委員











　1960 年 1 月 19 日　署名（ワシントン）
　同年 6 月 19 日 国会承認
　同年 6 月 23 日　批准書交換，効力発生


























































　第 9 条（旧条約の失効） 
　 千九百五十一年九月八日にサン・フランシスコ市で署名された日本国とアメリカ合衆
国との間の安全保障条約は，この条約の効力発生のときに効力を失う。






























































　1951 年 9 月 8 日　署名（サンフランシスコ）
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　1951 年 11 月 18 日　国会承認
　1952 年 4 月 28 日　発効 
　日本国は，本日連合国との平和条約に署名した。日本国は，武装を解除されているので，
平和条約の効力発生の時において固有の自衛権を行使する有効な手段をもたない。 
　無責任な軍国主義がまだ世界から駆逐されていないので，前記の状態にある日本国に
は危険がある。よつて，日本国は平和条約が日本国とアメリカ合衆国の間に効力を生ず
るのと同時に効力を生ずべきアメリカ合衆国との安全保障条約を希望する。 
　平和条約は，日本国が主権国として集団的安全保障取極を締結する権利を有すること
を承認し，さらに，国際連合憲章は，すべての国が個別的及び集団的自衛の固有の権利
を有することを承認している。 
　これらの権利の行使として，日本国は，その防衛のための暫定措置として，日本国に
対する武力攻撃を阻止するため日本国内及びその附近にアメリカ合衆国がその軍隊を維
持することを希望する。 
　アメリカ合衆国は，平和と安全のために，現在，若干の自国軍隊を日本国内及びその
附近に維持する意思がある。但し，アメリカ合衆国は，日本国が，攻撃的な脅威となり
又は国際連合憲章の目的及び原則に従つて平和と安全を増進すること以外に用いられう
べき軍備をもつことを常に避けつつ，直接及び間接の侵略に対する自国の防衛のため漸
増的に自ら責任を負うことを期待する。 
　よつて，両国は，次のとおり協定した。 
第一条 
　平和条約及びこの条約の効力発生と同時に，アメリカ合衆国の陸軍，空軍及び海軍を
日本国内及びその附近に配備する権利を，日本国は，許与し，アメリカ合衆国は，これ
を受諾する。この軍隊は，極東における国際の平和と安全の維持に寄与し，並びに，一
又は二以上の外部の国による教唆又は干渉によつて引き起された日本国における大規模
の内乱及び騒じようを鎮圧するため日本国政府の明示の要請に応じて与えられる援助を
含めて，外部からの武力攻撃に対する日本国の安全に寄与するために使用することがで
きる。 
第二条 
　第一条に掲げる権利が行使される間は，日本国は，アメリカ合衆国の事前の同意なく
して，基地，基地における若しくは基地に関する権利，権力若しくは権能，駐兵若しく
は演習の権利又は陸軍，空軍若しくは海軍の通過の権利を第三国に許与しない。 
第三条 
　アメリカ合衆国の軍隊の日本国内及びその附近における配備を規律する条件は，両政
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府間の行政協定で決定する。 
第四条 
　この条約は，国際連合又はその他による日本区域における国際の平和と安全の維持の
ため充分な定をする国際連合の措置又はこれに代る個別的若しくは集団的の安全保障措
置が効力を生じたと日本国及びアメリカ合衆国の政府が認めた時はいつでも効力を失う
ものとする。 
第五条 
　この条約は，日本国及びアメリカ合衆国によつて批准されなければならない。この条
約は，批准書が両国によつてワシントンで交換された時に効力を生ずる。 
　以上の証拠として，下名の全権委員は，この条約に署名した。 
　千九百五十一年九月八日にサン・フランシスコ市で，日本語及び英語により，本書二
通を作成した。 
日本国のために 
吉田茂 
アメリカ合衆国のために 
ディーン・アチソン 
ジョージ・フォスター・ダレス 
アレキサンダー・ワイリー 
スタイルス・ブリッジス 
